
大分県一般就労移行促進奨励金支給要綱 
 
 
（趣旨） 
第１条 知事は、障がい者の福祉的就労から一般就労への移行促進及び職場定着を図るため、一

般就労への移行支援及び職場定着に関する支援を行った福祉事業所に対し、この要綱に定める

ところにより、大分県一般就労移行促進奨励金を予算の範囲内で支給するものとする。 
 
（定義） 
第２条 この要綱において、用語の定義は次の各号に掲げるとおりとする。 
（１）「障がい者」とは、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成

１７年法律第１２３号。以下「障害者総合支援法」という。）第４条に規定する障害者をい

う。 
（２）「福祉的就労」とは、障害者総合支援法第５条第１項に規定する障害福祉サービスのうち

次に掲げるいずれかのサービスを受けて就労すること及び訓練を受けること等をいう。 
ア 障害者総合支援法第５条第１３項に規定する就労移行支援（以下「就労移行支援」とい

う。） 
イ 障害者総合支援法第５条第１４項に規定する就労継続支援（以下「就労継続支援」とい

う。） 
（３）「一般就労」とは、県内の企業等と６か月以上の雇用契約を締結することをいい、「一般

就労移行者数」とは、自らが運営する福祉事業所から一般就労に移行した者の数をいう。 
（４）「就労移行支援事業所」とは、就労移行支援を実施する事業所をいう。 
（５）「就労継続支援事業所」とは、就労継続支援を実施する事業所をいう。 
（６）「職場定着」とは、企業等での一般就労が６か月以上継続したことをいう。 

 
（奨励金の種類） 
第３条 本奨励金の種類は、次のとおりとする。 
（１）就職支援奨励金 
（２）定着支援奨励金 

 
（就職支援奨励金の支給対象事業者） 
第４条 就職支援奨励金の支給対象は、次の各号のいずれも満たす事業者とする。 
（１）県内の就労移行支援事業所または就労継続支援事業所を運営する法人等であること。 
（２）申請年度における一般就労移行者数の累計が、令和元年度から令和３年度までの３年間

における一般就労移行者数の年間平均を上回ること。ただし、次に掲げるいずれかに該当す

る場合はこの限りではない。 
ア 申請年度に事業所の指定を受け、申請年度における一般就労移行者数が１人以上の場

合 
イ 申請年度の４月１日時点において事業所の指定日から１年未満であって、申請年度に



おける一般就労移行者数の累計が、指定日から前年度末までの一般就労移行者数の合計

を上回る場合 
ウ 申請年度の４月１日時点において事業所の指定日から１年以上２年未満であって、申

請年度における一般就労移行者数の累計が、指定日から前年度末までの一般就労移行者

数の合計を２で除した数を上回る場合 
エ 申請年度の４月１日時点において事業所の指定日から２年以上３年未満であって、申

請年度における一般就労移行者数の累計が、指定日から前年度末までの一般就労移行者

数の合計を３で除した数を上回る場合 
２ 第１項第２号の規定にかかわらず、大分県が実施する一般就労チャレンジ事業に参加し、

当該事業の支援対象者が一般就労した場合は、支給対象とする。 
３ 前項の規定にかかわらず、暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平

成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）又は暴力団（同

法第２条第２号に規定する暴力団をいう。）若しくは暴力団員と密接な関係を有する者に該

当する場合は支給対象外とする。 
 
（就職支援奨励金の支給額） 
第５条 この奨励金の支給額は、別表第１に定めるところによる。 
 
（就職支援奨励金の支給申請） 
第６条 就職支援奨励金の支給を受けようとする事業所は、第４条に規定する支給対象に該当し

た日から当該年度の３月３１日（ただし、土曜日又は日曜日の場合は、直前の平日）までに、

奨励金支給申請書（第１号様式）に、次の各号に掲げる書類を添付し、知事に提出しなければ

ならない。 
（１）令和元年度から令和３年度までの３年間の一般就労移行者数が確認できる書類 
（２）申請年度の一般就労移行者数が確認できる書類 
（３）第４条第１項第２号アからエに該当する場合は、事業所の指定を受けた年月日が確認で

きる書類 

（４）第４条第２項に該当する場合は、一般就労チャレンジ事業支援対象者が一般就労したこ

とが確認できる書類 
（５）その他知事が必要と認める書類 

 
（就職支援奨励金支給決定の通知） 
第７条 知事は、前条の規定により支給申請書の提出があったときは、内容を審査の上、奨励金

を支給すべきと認めた場合は、すみやかに支給の決定をし、奨励金支給決定通知書（第２号様

式）を申請者に通知するものとする。 
 
（就職支援奨励金の支給請求） 
第８条 前条に規定する支給決定の通知を受けた者が、奨励金の支給を請求しようとするときは、

奨励金請求書（第３号様式）を翌年度の４月１０日（ただし、土曜日又は日曜日の場合は、直



前の平日）までに知事に提出しなければならない。 
 
（定着支援奨励金の支給対象事業者） 
第９条 定着支援奨励金の支給対象は、次の各号のいずれも満たす事業者とする。 
（１）就職支援奨励金の支給決定を受けた法人等であること。 
（２）別表第１第３欄に規定する超過人数に該当する者が職場定着したこと。ただし、第４条第

２項により支給申請し支給決定を受けた場合は、一般就労チャレンジ事業の支援対象者が

職場定着したこととする。 
 

（定着支援奨励金の支給額） 
第１０条 この奨励金の支給額は、別表第２に定めるところによる。 
 
（定着支援奨励金の支給申請） 
第１１条 定着支援奨励金の支給を受けようとする事業所は、第９条に規定する支給対象に該当

した日から当該年度の３月３１日（ただし、土曜日又は日曜日の場合は、直前の平日）までに、

奨励金支給申請書（第４号様式）に、次の各号に掲げる書類を添付し、知事に提出しなければ

ならない。 
（１）職場定着したことが確認できる書類 
（２）その他知事が必要と認める書類 

 
（定着支援奨励金支給決定の通知） 
第１２条 知事は、前条の規定により支給申請書の提出があったときは、内容を審査の上、奨励

金を支給すべきと認めた場合は、すみやかに支給の決定をし、奨励金支給決定通知書（第２号

様式）を申請者に通知するものとする。 
 
（定着支援奨励金の支給請求） 
第１３条 前条に規定する支給決定の通知を受けた者が、奨励金の支給を請求しようとするとき

は、奨励金請求書（第３号様式）を翌年度の４月１０日（ただし、土曜日又は日曜日の場合は、

直前の平日）までに知事に提出しなければならない。 
 
（支給決定の取消） 
第１４条 知事は、奨励金支給決定対象事業所が、次の各号のいずれかに該当する場合は、奨励

金支給決定の全部又は一部を取り消すことができる。 
（１）第４条及び第９条の支給要件を満たさないことが判明した場合 
（２）偽りその他不正な手段により奨励金の支給を受け、又は受けようとした場合 
２ 知事は、前項の規定により支給決定の取消をした場合は、奨励金支給決定取消通知書（第５

号様式）により通知するものとする。 
 
 



（奨励金の返還） 
第１５条 知事は、前条の規定により支給決定の取消をした場合において、既に奨励金支給決定

事業者に奨励金が支払われているときは、期限を定めてその返還を命じるものとする。 
 
（書類の提出部数等） 
第１６条 この要綱の規定により知事に提出する書類の部数は１部とし、その様式及び提出期

限は、この要綱に定めるもののほか、別に知事が定めるところによる。 
 
（その他） 
第１７条 この要綱に定めるもののほか、奨励金の支給に関し必要な事項については、別に定め

る。 
 
 附則 
 この要綱は、令和４年度の予算に係る大分県一般就労移行促進奨励金から適用する。 
 

附則 
 改正後の要綱は、令和５年度の予算に係る大分県一般就労移行促進奨励金から適用する。 



別表第１（第５条関係） 
支給対象（第１欄） 支給額（第２欄） 備考（第３欄） 
第４条

第１項

第２号

に該当

する場

合 

就労移行支

援事業所 
超過人数×75,000 円 
 

・超過人数とは、申請年度の一般就労移行者

数から基準人数を減じて小数点以下を切り上

げた数。ただし、申請年度中に就職支援奨励金

の支給決定を受けている人数は含まない。 
・基準人数とは、以下に掲げる数 

 基準人数 
申請年度に指定を受

けた事業所 
０ 

申請年度の４月１日

時点において指定か

ら１年未満の事業所 

指定から前年度末まで

の一般就労移行者数の

合計 
申請年度の４月１日

時点において指定か

ら１年以上２年未満

の事業所 

指定から前年度末まで

の一般就労移行者数の

合計を２で除した数 

申請年度の４月１日

時点において指定か

ら２年以上３年未満

の事業所 

指定から前年度末まで

の一般就労移行者数の

合計を３で除した数 

上記以外 直近過去３年間の一般

就労移行者数の年間平

均 
 

就労継続支

援事業所 
超過人数×100,000 円 
 

第４条

第２項

に該当

する場

合 

就労移行支

援事業所 
一般就労チャレンジ 
達成人数×75,000 円 
 

一般就労チャレンジ達成人数とは、大分県が

実施する一般就労チャレンジ事業の支援対象

者のうち、申請年度に一般就労した人数 
就労継続支

援事業所 
一般就労チャレンジ 
達成人数×100,000 円 
 

 
別表第２（第１０条関係） 

支給対象（第１欄） 支給額（第２欄） 備考（第３欄） 

下記以外 就労移行支

援事業所 
定着人数×75,000 円 
 

定着人数とは、別表第１第３欄に規定する超

過人数のうち職場定着した人数 

就労継続支

援事業所 
定着人数×150,000 円 
 

一般 就 労

チャ レ ン

ジ事 業 の

支援 対 象

者が 職 場

定着 し た

場合 

就労移行支

援事業所 
一般就労チャレンジ 
定着人数×75,000 円 

一般就労チャレンジ定着人数とは、大分県が

実施する一般就労チャレンジ事業の支援対象

者のうち、申請年度に職場定着した人数 就労継続支

援事業所 
一般就労チャレンジ 
定着人数×150,000 円 

 


